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リスク管理ツールをベースに銀行業界の標準と
なり得る事務取扱要領システムを実現

営業店BPRの一環として必要とされた銀行業務の「規定」の整備
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MetroCube

静岡を地盤として地域に密着すると同時に、堅実経営で世界的にも高い評価を得ている静岡銀行。その静岡銀
行が、業務の手続きをまとめた「規定」の見直しに着手したのは2007年。派遣社員やパートなど行員の雇用スタイ
ルが多様化し、業務の担い手が変化する中、「規定」を体系的に整備することが喫緊の課題となってきたのである。
ただし、ただ分かりやすさを追求したシステムでは不十分であった。分かりやすさや検索性は当然として、将来、営
業店のナビゲーション構想の基盤としての役割も求められたのである。そこで候補としてあがったのは、リスク管理
ツール MetroCubeであった。
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A4で約1万ページにもおよぶ規定は、専門用語が多く、「分かりづらい」「必
要な情報がすぐに見つからない」「1つの画面で必要な情報がすべて得られな
い」といった課題があった。また、将来の営業店業務のナビゲーションシステ
ムへの展開も考慮していた。

規定全体のボリュームを約40％削減することに成功。文書中心からフロー中
心の規定に変更することで、内容の分かりやすさ、閲覧性、検索性が大幅に
向上。他行でも活用できる「営業店事務取扱要領システム」が完成した。同
時に、将来の営業店ナビゲーション構想の基盤も整備された。

before

after

閲覧性・検索性の
向上と将来構想の
基盤整備に成功

規定全体量を

40％削減し

　第一次産業から第三次産業までがバランスよく存在し、日本の
縮図がそこにあるとも言われる静岡県。その恵まれた地域に密着し、
堅実な経営で世界的にも高い評価を得ているのが静岡銀行であ
る。
　その静岡銀行が、営業店の業務改革（営業店BPR）に着手した
のは、2005年のことである。そして、この営業店BPRプロジェクトの
最終段階で必要とされたのが、今回の「営業店事務取扱要領シス
テム」であった。営業店BPRの狙いと、営業店事務取扱要領シス

テムが必要とされた背景について、静岡銀行 経営企画部 理事担
当部長（IT戦略担当） 飯尾秀人氏は、次のように説明する。
　「銀行業務の幅は年々広がっていますし、取り扱う商品や業務
量も増加しています。一方、支店の担い手として、正行員のほかに
派遣社員やパートの方 も々増えてきました。このため、もう一度業務
全体を見直して整理することで、リスク管理を徹底し、同時に生産
性を高め、お客様の利便性を上げる体制を再構築することが必要
になったのです。そのためには、営業店BPRを通して業務を抜本的



に見直すとともに、「規定」そのものを体系的に整備することが必須
でした」（飯尾氏）
　飯尾氏の言う「規定」とは、１つ１つの銀行業務の進め方につい
て書かれた手順書（マニュアル）である。コンピュータ化以前は紙で
作成・管理されていたが、IT化の進展とともに徐々に電子化されて
きた。そのボリュームは、静岡銀行の場合、A4用紙換算で1万ペー
ジにおよぶという。ただし、電子化されたとはいえ、決して分かりやす
いものではなかったようだ。
　「電子化といっても、検索性や閲覧性の点で使いやすいもので
はありませんでした。しかも銀行独特の専門用語で書かれているの
で、正行員はともかく、業務に就いた人すべてがすぐに理解できるよ
うな内容ではありません。働き手が変化する中で、この規定を整備
することは、業務効率の観点からも、また事故防止の観点からも必
須だったのです」（飯尾氏）

　静岡銀行が営業店BPRを本格的に開始したのは2006年4月。
ほかの金融機関の事務と比較し、非効率な事務について簡素化・
システム化・集中化の切り口から改革に取り組んで行った。
　次の段階は、効率化した事務に基づき新しい規定を作成するこ
と、および作成した規定を載せるシステムを開発することであった。
ただし、もともとA4換算で1万ページもあった膨大な規定を書き直す
ことは、容易な作業ではない。しかも、飯尾氏には、ただの規定閲覧
システムでは意味がないという信念があった。
　「営業店BPRとは、事務を簡素化・システム化・集中化して業務
の効率・生産性・利便性を上げるとともに、次世代に向けた新しい
営業店モデルを構築する取り組みです。従来、営業店面積の7割
は事務用スペース、3割がロビースペースでした。BPRの実施でこ
の比率を逆転し、事務用スペースを3割、お客様をお迎えするロビー

を7割へと拡大して、営業店を事務の場からセールスの場に変えて
いくこと、すなわち「フロント特化型店舗」の構築が重要だと考えて
いました。当行では、このコンセプトに基づく新しい店舗を順次展開
してきましたが、さらに将来的には、お客様をお迎えして、ご案内から
各種手続きまでを、さまざまな立場の担当者が連携しスムーズに行
える仕組みを実現したいと思っていました。具体的には、規定を調べ
なくても、端末のナビゲーションに沿って業務を進めることで、リスク
をコントロールし、正確なご案内ができる体制を構築することが狙い
なのです。規定はこのナビゲーションシステムのベースになるもので
すから、単なる閲覧システムでは不十分だったのです」（飯尾氏）
　どの店舗を訪れても広 と々したロビーで迎えられる。来店目的に
応じた入金・出金、ローン、資産運用相談などの要望に対し、行員
が適切かつスピーディに対応する。その傍らには小さな端末が用意
され、適切な指示がナビゲーションされている……こんなイメージだ。
　そして、このナビゲーションシステムのベースとなるのが「規定」で
ある。従って、規定を載せるシステムには、データベース的な機能や
ほかのシステムとの連携も求められる。飯尾氏の「単なる規定閲覧
システムでは不十分」という意味はここにあった。
　適当なシステムを模索する中、2007年の秋、幸運な出会いが訪
れた。東芝ソリューションのプライベートフェアに参加していた飯尾
氏が、MetroCubeを“発見”するのである。
　「営業店BPRにめどをつけ、次は規定の執筆とシステムに取り掛
からなければ、と考えていた矢先、東芝ソリューションフェアで
MetroCubeを見せていただきました。ただし、MetroCubeは内部統
制に関連したリスク管理製品であり、ナビゲーション製品でも事務
取扱要領の製品でもありません。しかし、業務プロセスの構造化や
フロー形式など、私が思い描いていた構造でデータを扱えるため、
表示部分だけを変えれば十分使えると確信したのです。そこで、表
示部分のリクエストをわれわれが出し、東芝ソリューションがそれをシ
ステムに落とし込むという形で、共同開発を行うことになったので
す」（飯尾氏）
　なお、MetroCubeに正式決定するまでには、他製品も2つほど検
討したという。MetroCubeでできることが他製品でも実現可能かど
うかを検証したが、将来のナビゲーション構想のベースとしては「使
えない」という結論に至り、当初の予定どおりMetroCubeによる
「営業店事務取扱要領システム」の開発がスタートした。2008年4
月のことである。

　静岡銀行の業務規定集を閲覧するシステムであり、将来のナビ
ゲーションシステムの基盤ともなる「営業店事務取扱要領システ
ム」は、2008年4月に開発がスタートした。そして同時に、規定改訂

のための執筆もスタートする。システムを「器」、規定を「中身」とすれ
ば、器と中身の開発が同時並行で走ることになったのである。執筆
に関して、静岡銀行 事務サポート部 ビジネスプロフェッショナル 大
庭正壽氏は次のように語る。
　「執筆には、本部のすべての部署がかかわることになります。始め
に細かい執筆スケジュールを作成しました。執筆分野もわれわれの
部署が最も多かったので、まずはわれわれから執筆を開始しました。
この規定の執筆のために、東芝ソリューションに特別なツールを用
意してもらいました」（大庭氏）
　従来、規定を編集する際には、Wordで書いた原稿をSGML言語
で書き直す必要があった。このため、規定の原稿を書く人とSGML
で規定を編集する人が別々に作業を行っていた。
　しかし新しいシステムでは、編集した規定は承認を経てすぐに反
映される仕組みとなるため、書く人と編集する人が同一という特長
がある。このため、執筆用のツールにも使いやすさと分かりやすさが
要求された。
　「今回のシステムでは、データはXML構造のデータベースとして
保存されます。従来のSGMLに比べると書きやすくなっているので
すが、それでも当初用意していただいた執筆用ツールには、書き手
に対してかなりの制約がありました。実際の執筆では、各部署の担
当者がこのツールを利用して書くことになりますから、できるだけ制
約が少なく、使い慣れたWordライクに書けるよう、多くの要望を出し
ました」（大庭氏）
　また、規定の「見やすさ」「分かりやすさ」という観点では、必要な
情報を1つの画面で表示できるようにし、本文をできるだけ簡潔化し
て、業務のフローに沿って必要な情報を素早く確認できるように工
夫した。
　「従来の規定では、例えば『この書類をもらってください』という指
示があっても、そこには書類の名称と番号しか書かれていません。
新しいシステムでは、画面上のボタンを押すことで必要な書類をす
ぐに取り出せるようにしました。また、従来の規定の書き方は、基本
となる情報のほかに付加的な情報までが網羅的に含まれていたの
で、先頭から読んでいかないと理解が難しいという問題がありました。
これを解決するため、知らなくてもよい情報やプラスアルファの情報

はできるだけ分離して本文を簡素化し、業務のフローごとに、必要な
情報を素早く確認できるように改善しました。具体的には、従来の
科目・商品別の構成を取引種類別の構成に再編し、事務処理の
流れに沿った記述を行うことで、分かりやすさを追求したのです」（大
庭氏）
　ただし、まさに「言うは易く行うは難し」である。規定の執筆にかか
わった人数は120～130名。原稿の品質をそろえるため執筆要項
を作り、何度も説明会を開き、月に一回は進捗会議を開いてスケ
ジュールを管理したという。その苦労は推して知るべしだが、そうした
中でも、飯尾氏は各部署に次のように要望したという
　「執筆にあたる各部署に対しては、書いていく中で、『これは必要
ない』『これは共通化できる』といったBPRの観点を持ってほしいと
お願いしました。大変ですが、こういう機会はめったにありませんから、
自分たちの業務を再点検・整理するよい機会にもなると思ったので
す」（飯尾氏）
　2009年7月、営業店事務取扱要領システムの開発は無事完了。
全営業店で稼働を開始した。ただし、システムに載せる規定は段階
的にリリースされ、すべての規定が新システムに移行するのは
2010年7月が予定されている。

　2009年7月より全営業店で稼働を開始した本システムだが、ま
だすべての規定が新しいシステムに移行したわけではない。従って、
業務によっては旧システムの規定を参照している段階だが、それで
も、新システムの効果は目に見えて現れていると、静岡銀行 事務サ
ポート部 ビジネスリーダー 増田靖氏は言う。
　「新システムが稼働後、比較的規模の大きい幾つかの営業店で
行員約300名にアンケートを実施しました。その結果を見ると、『検
索がしやすい』『1つの画面ですべての情報が分かる』『本文がスッ
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に見直すとともに、「規定」そのものを体系的に整備することが必須
でした」（飯尾氏）
　飯尾氏の言う「規定」とは、１つ１つの銀行業務の進め方につい
て書かれた手順書（マニュアル）である。コンピュータ化以前は紙で
作成・管理されていたが、IT化の進展とともに徐々に電子化されて
きた。そのボリュームは、静岡銀行の場合、A4用紙換算で1万ペー
ジにおよぶという。ただし、電子化されたとはいえ、決して分かりやす
いものではなかったようだ。
　「電子化といっても、検索性や閲覧性の点で使いやすいもので
はありませんでした。しかも銀行独特の専門用語で書かれているの
で、正行員はともかく、業務に就いた人すべてがすぐに理解できるよ
うな内容ではありません。働き手が変化する中で、この規定を整備
することは、業務効率の観点からも、また事故防止の観点からも必
須だったのです」（飯尾氏）

　静岡銀行が営業店BPRを本格的に開始したのは2006年4月。
ほかの金融機関の事務と比較し、非効率な事務について簡素化・
システム化・集中化の切り口から改革に取り組んで行った。
　次の段階は、効率化した事務に基づき新しい規定を作成するこ
と、および作成した規定を載せるシステムを開発することであった。
ただし、もともとA4換算で1万ページもあった膨大な規定を書き直す
ことは、容易な作業ではない。しかも、飯尾氏には、ただの規定閲覧
システムでは意味がないという信念があった。
　「営業店BPRとは、事務を簡素化・システム化・集中化して業務
の効率・生産性・利便性を上げるとともに、次世代に向けた新しい
営業店モデルを構築する取り組みです。従来、営業店面積の7割
は事務用スペース、3割がロビースペースでした。BPRの実施でこ
の比率を逆転し、事務用スペースを3割、お客様をお迎えするロビー

を7割へと拡大して、営業店を事務の場からセールスの場に変えて
いくこと、すなわち「フロント特化型店舗」の構築が重要だと考えて
いました。当行では、このコンセプトに基づく新しい店舗を順次展開
してきましたが、さらに将来的には、お客様をお迎えして、ご案内から
各種手続きまでを、さまざまな立場の担当者が連携しスムーズに行
える仕組みを実現したいと思っていました。具体的には、規定を調べ
なくても、端末のナビゲーションに沿って業務を進めることで、リスク
をコントロールし、正確なご案内ができる体制を構築することが狙い
なのです。規定はこのナビゲーションシステムのベースになるもので
すから、単なる閲覧システムでは不十分だったのです」（飯尾氏）
　どの店舗を訪れても広 と々したロビーで迎えられる。来店目的に
応じた入金・出金、ローン、資産運用相談などの要望に対し、行員
が適切かつスピーディに対応する。その傍らには小さな端末が用意
され、適切な指示がナビゲーションされている……こんなイメージだ。
　そして、このナビゲーションシステムのベースとなるのが「規定」で
ある。従って、規定を載せるシステムには、データベース的な機能や
ほかのシステムとの連携も求められる。飯尾氏の「単なる規定閲覧
システムでは不十分」という意味はここにあった。
　適当なシステムを模索する中、2007年の秋、幸運な出会いが訪
れた。東芝ソリューションのプライベートフェアに参加していた飯尾
氏が、MetroCubeを“発見”するのである。
　「営業店BPRにめどをつけ、次は規定の執筆とシステムに取り掛
からなければ、と考えていた矢先、東芝ソリューションフェアで
MetroCubeを見せていただきました。ただし、MetroCubeは内部統
制に関連したリスク管理製品であり、ナビゲーション製品でも事務
取扱要領の製品でもありません。しかし、業務プロセスの構造化や
フロー形式など、私が思い描いていた構造でデータを扱えるため、
表示部分だけを変えれば十分使えると確信したのです。そこで、表
示部分のリクエストをわれわれが出し、東芝ソリューションがそれをシ
ステムに落とし込むという形で、共同開発を行うことになったので
す」（飯尾氏）
　なお、MetroCubeに正式決定するまでには、他製品も2つほど検
討したという。MetroCubeでできることが他製品でも実現可能かど
うかを検証したが、将来のナビゲーション構想のベースとしては「使
えない」という結論に至り、当初の予定どおりMetroCubeによる
「営業店事務取扱要領システム」の開発がスタートした。2008年4
月のことである。

　静岡銀行の業務規定集を閲覧するシステムであり、将来のナビ
ゲーションシステムの基盤ともなる「営業店事務取扱要領システ
ム」は、2008年4月に開発がスタートした。そして同時に、規定改訂

のための執筆もスタートする。システムを「器」、規定を「中身」とすれ
ば、器と中身の開発が同時並行で走ることになったのである。執筆
に関して、静岡銀行 事務サポート部 ビジネスプロフェッショナル 大
庭正壽氏は次のように語る。
　「執筆には、本部のすべての部署がかかわることになります。始め
に細かい執筆スケジュールを作成しました。執筆分野もわれわれの
部署が最も多かったので、まずはわれわれから執筆を開始しました。
この規定の執筆のために、東芝ソリューションに特別なツールを用
意してもらいました」（大庭氏）
　従来、規定を編集する際には、Wordで書いた原稿をSGML言語
で書き直す必要があった。このため、規定の原稿を書く人とSGML
で規定を編集する人が別々に作業を行っていた。
　しかし新しいシステムでは、編集した規定は承認を経てすぐに反
映される仕組みとなるため、書く人と編集する人が同一という特長
がある。このため、執筆用のツールにも使いやすさと分かりやすさが
要求された。
　「今回のシステムでは、データはXML構造のデータベースとして
保存されます。従来のSGMLに比べると書きやすくなっているので
すが、それでも当初用意していただいた執筆用ツールには、書き手
に対してかなりの制約がありました。実際の執筆では、各部署の担
当者がこのツールを利用して書くことになりますから、できるだけ制
約が少なく、使い慣れたWordライクに書けるよう、多くの要望を出し
ました」（大庭氏）
　また、規定の「見やすさ」「分かりやすさ」という観点では、必要な
情報を1つの画面で表示できるようにし、本文をできるだけ簡潔化し
て、業務のフローに沿って必要な情報を素早く確認できるように工
夫した。
　「従来の規定では、例えば『この書類をもらってください』という指
示があっても、そこには書類の名称と番号しか書かれていません。
新しいシステムでは、画面上のボタンを押すことで必要な書類をす
ぐに取り出せるようにしました。また、従来の規定の書き方は、基本
となる情報のほかに付加的な情報までが網羅的に含まれていたの
で、先頭から読んでいかないと理解が難しいという問題がありました。
これを解決するため、知らなくてもよい情報やプラスアルファの情報

はできるだけ分離して本文を簡素化し、業務のフローごとに、必要な
情報を素早く確認できるように改善しました。具体的には、従来の
科目・商品別の構成を取引種類別の構成に再編し、事務処理の
流れに沿った記述を行うことで、分かりやすさを追求したのです」（大
庭氏）
　ただし、まさに「言うは易く行うは難し」である。規定の執筆にかか
わった人数は120～130名。原稿の品質をそろえるため執筆要項
を作り、何度も説明会を開き、月に一回は進捗会議を開いてスケ
ジュールを管理したという。その苦労は推して知るべしだが、そうした
中でも、飯尾氏は各部署に次のように要望したという
　「執筆にあたる各部署に対しては、書いていく中で、『これは必要
ない』『これは共通化できる』といったBPRの観点を持ってほしいと
お願いしました。大変ですが、こういう機会はめったにありませんから、
自分たちの業務を再点検・整理するよい機会にもなると思ったので
す」（飯尾氏）
　2009年7月、営業店事務取扱要領システムの開発は無事完了。
全営業店で稼働を開始した。ただし、システムに載せる規定は段階
的にリリースされ、すべての規定が新システムに移行するのは
2010年7月が予定されている。

　2009年7月より全営業店で稼働を開始した本システムだが、ま
だすべての規定が新しいシステムに移行したわけではない。従って、
業務によっては旧システムの規定を参照している段階だが、それで
も、新システムの効果は目に見えて現れていると、静岡銀行 事務サ
ポート部 ビジネスリーダー 増田靖氏は言う。
　「新システムが稼働後、比較的規模の大きい幾つかの営業店で
行員約300名にアンケートを実施しました。その結果を見ると、『検
索がしやすい』『1つの画面ですべての情報が分かる』『本文がスッ
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キリしていて分かりやすい』といった評価がなされています。今回の
特長は、文書中心の規定からフロー中心の規定に変えたことです
が、その成果が現れていると思います」（増田氏）
　また、規定が変更された際の対応も、新システムではより迅速か
つ正確になった。
　「従来、規定が変更されると『通達』が出されていました。しかし、
通達のシステムと規定のシステムが別々であったため、中には通達
の確認を忘れ、古い規定に従って業務を行ってしまうケースもありま
した。しかし新しいシステムでは、規定が改訂されると画面に『改訂
中』という表示が出て、そこをクリックすると、どこが変わったのかが
即座に確認できるようになりました」（増田氏）
　A4で約1万ページあったボリュームも、類似商品の規定を1つに
まとめたり、各業務に共通する規定を部品化したりすることで、約
40％を削減。最終的にはA4換算で6000ページ程度になる予定
だという。
　なお、新システム稼働にあたって、一般の行員へのトレーニングな
どは行わなかったという。
　「直感的に分かるシステムだと自負しておりますので、特にトレー
ニングは実施していません。ただ、規定の執筆作業を行う人たちに
対しては、月に一度実施している進捗会議の中で説明を行うように
しています」（増田氏）
　2010年7月、「預金」や「ローン」にかかわる最後の規定が新シ
ステムに移行する。その時点で旧システムは役割を終え、すべての
行員が新しい「営業店事務取扱要領システム」を利用することにな
る。そして、静岡銀行は次のステージへと新たなスタートを切ることに
なる。

　「営業店事務取扱要領システム」は、もともと静岡銀行が描く営
業店ナビゲーション構想の第一歩であった。既に、次の段階である
「営業店事務ナビゲーションプロジェクト」が立ち上がり、東芝ソ
リューションもメンバーとして参画。取扱要領のデータベースをナビ
ゲーションに展開する重要な役割を担当している。
　このプロジェクトは、前述の「フロント特化型店舗」の機能を最大
限に発揮させるため、誰でも正しく円滑にセールス・事務処理を行え
るナビゲーションシステムの構築を目指すプロジェクトだ。ただし、こ
のナビゲーションシステムも、静岡銀行が描く「理想の営業店モデ
ル」を実現する1つにすぎないと、飯尾氏は言う。
　「お客様の情報を管理するシステム、アラームシステム、リスク管

理システムなど、銀行ではさまざまなシステムが動いています。ナビ
ゲーションシステムもその1つです。これらのシステムを相互に連携
させることで、業務支援やリスク管理など、できることはまだまだ広が
ります。このようなシステム連携は、業務をプロセス単位に部品化し、
業務プロセス単位のデータベースとして営業店事務取扱要領を構
築したことにより可能になるわけです。今回開発した営業店事務取
扱要領システム、それをベースに開発するナビゲーションシステムを
さらに進化させ、ほかのシステムと連携させることで、『理想の営業
店モデル』を作っていきたいと思います」（飯尾氏）
　また、今回開発された「営業店事務取扱要領システム」は、他行
にとっても参考になるシステムになっていると、飯尾氏は胸を張る。
　「もともと、静岡銀行の事務取扱要領システムというよりも、銀行
業界の標準となりうる事務取扱要領システムを開発するという気持
ちで取り組んできました。お客様にとっても行員にとっても利便性が
高く、負担が少なく、なおかつリスク管理もしっかりできるバランスの
よい規定を作ることができれば、他行にとっても有用ですし、規定を
見直す際のベンチマークにもなると思います。もちろん、銀行によっ
て細部は異なりますが、基本的にはやっていることは同じですから、
他行でも十分参考になるシステムになっていると思います」（飯尾
氏）
　新たに立ち上がった「営業店事務ナビゲーションプロジェクト」、
さらにその先に構想されている「理想の営業店モデル」と、静岡銀
行が描くルートは明快だ。
　それによって実現するのは、地域に密着し、地域の金融を支える
銀行の姿だろう。その理想に向かって、今回開発された「営業店事
務取扱要領システム」は、まさに理想の第一歩となったのではない
だろうか。

理想の営業店モデル実現に向けて
営業店事務ナビゲーション
プロジェクトがスタート

将来展望

部統制を実現するために、銀行内の標準的な業務構造に基づ
いて、プロセス・業務分掌の組み合わせをマトリクスで整理
した事務規定・取扱要領管理の仕組みの上に、RCSA（Risk 

Control Self Assessment）によるリスク評価やリスクの予測シナ
リオを作成するオールインワンの規定管理・RCSA作成ソリューショ
ン。

内
MetroCube


